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要　旨要　旨要　旨要　旨

　本稿は、近年、管理会計の研究から開発された新しい管理会計の手法である
活動基準原価計算（ABC）とバランスト・スコアカード（BSC）とを検討し、
それらを銀行業に応用する可能性を考察した。ABCの狙いは、増加した間接費
を、種類が増えた製品に正しく配賦することである。ABCは間接費を一旦その
発生源であるアクティビティに割り当ててから、製品に配賦するという特徴を
もつ。その役割は、製品戦略のための原価情報を提供することと、原価構造を
改善するための原価情報を提供することである。後者の役割を満たす努力は活
動基準原価管理（ABM）と呼ばれている。
　BSC の狙いは、経営戦略を指標に落とし込むことにより、戦略と現場での活
動とを結びつけることである。BSCでは、現場での 4つの視点、つまり、財務
の視点、顧客の視点、業務プロセスの視点、学習と成長の視点ごとに指標を作
る。そして、指標間は因果関係で結ばれ、企業の最終目標（一般には企業価値
の増大）を達成するための道筋が明らかにされる。そして、その進捗が測られ
る。
　ABC も BSC も、現在の日本の銀行業が抱える経営管理の問題を解決する
有効な手段と考えられる。
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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに

　本稿の目的は、近年、管理会計の研究から開発された新しい管理会計の手法
を検討し、それらを銀行業に応用する可能性を考察することである。1980年代
後半から、管理会計の研究は 2つの大きな成果を生んだ。1つは、原価計算の分
野での活動基準原価計算（Activity-based costing：以下、ABC）であり、もう
1つは、業績評価の分野でのバランスト・スコアカード（Balanced scorecard：
以下、BSC）である。本稿では、この 2つの新しい管理会計の手法に焦点を当
てる。
　1990年、R. S. Kaplanは管理会計の歴史を振り返り、当時の学術研究が実務
と乖離していることを指摘した（Kaplan[1990]）。これを契機に、管理会計の
研究は、実務との接点を意識するようになった。具体的には、学術研究で知ら
れていない管理会計の実務を紹介したり、実務家と共同で新しい手法を開発し
たり、実務を実証的に研究したりした。ABCや BSCは、これらの努力の中で、
実務家と共同で開発された新しい管理会計の手法である。
　ABCや BSCは、研究者と製造業者との共同研究から生まれた｡現在、ABCや
BSCは、製造業者の間で普及している一方で、非製造業者の間では浸透してい
ない。浸透していない原因として、2つの可能性が考えられる。すなわち第 1
の可能性は、「ABCや BSCが元来、非製造業と相容れない特徴をもっている」
ということであり、第 2の可能性は、「非製造業者は、これまで、管理会計の
仕組みを変えることによって経営管理を改善することについて、関心が薄かっ
た」ということである。本稿は第 2の可能性を前提にする。そして、非製造業
のうちの銀行業で経営管理を改善するために、ABCや BSCができる貢献とそ
の要件とを考察する。
　本稿は、5節からなる。次節では ABCが開発された背景、理論の特徴、問題
点を検討する。第 3節は BSCについて同様の点を論じる。第 4節は、BSCや
ABCを銀行業に適用する可能性を考察する。第 5節が本稿を締め括る。
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２．活動基準原価計算２．活動基準原価計算２．活動基準原価計算２．活動基準原価計算（（（（ABCABCABCABC））））

（１）概要（１）概要（１）概要（１）概要

　現代の企業は、経営環境が変化して間接費が増えるという原価構造の変化に
直面した。同時に、多品種少量生産化が進み、製造現場が多様、複雑になった。
こうした環境に伝統的な原価計算が対応できず、正しい製品原価を捕捉できな
いようになった。正しい製品原価がわからなければ、製品戦略を誤る。R. S.
Kaplanは、1970～1980 年代、アメリカの製造業が競争力を失ったのは、正し
くない製品原価の認識のために製品戦略を間違えたからだと指摘した（Kaplan
[1990]）。製品原価の認識が正しくないという問題を解決するため、1980 年代
後半、R. Cooperと Kaplanとは、伝統的な原価計算とは異なる ABCを提唱し
た。
　現代の企業が置かれている経営環境は間接費を増やすことになった。間接費
が増えた要因は 2つある。

① FA1や CIM2等、製造現場の自動化が進展した結果、直接労務費が減り、間接
費である設備費が増えた。

② 顧客の重視と、高い品質に対する欲求が、販売費や品質保証費等の間接費を
増やした。

さらに、現代企業では、提供する製品の種類が増えて、多品種少量生産とな
った。この結果、製造現場は多様、複雑になった。
　一般に、間接費に含まれる設備費、販売費、品質保証費は固定費である。し
たがって、現代企業では、増加した間接費を、種類が増えた製品に正しく配賦
することが求められる。つまり、間接費の配賦が現代の管理会計上の重要課題
となった。
　1970年代以降、伝統的な原価計算では、全部原価が主流であった。全部原価
では、間接費は管理の必要性から発生場所つまり部門別に捉えられ、間接費の
総額を製品別に配賦するとき、直接作業時間や機械時間あるいは直接材料費な
どの操業度が基準とされる。間接費の個別費目でなく、その総額を配賦するた

                                                  
1 Factory Automationの略。事務部門を効率化する OA（Office Automation）に対して、生
産現場の自動化、無人化を追求すること。従来は人手に依存していた加工、組立工場の自
動化である。
2 Computer Integrated Manufacturingの略。コンピュータにより、生産活動を統合的に制

御・管理するシステムのこと。
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め、複雑な間接費の発生の現状が、製品原価に反映されないことになる。
　次の例でこの点を明らかにする。いま、ペンの製造業者を想定する。この製
造業者は、黒のペンと紫のペンとの 2種類を作っている。年間、黒のペンを 9,900
本、紫のペンを 100本製造する。
　製造業者がペンを作るのにかかる間接費は、ペンのインクを購買する業務に
かかる費用と、製造工具の費用との 2 つだけと仮定する。年間、インク購買に
は 100,000円、製造工具には 200,000円かかる。
　伝統的な原価計算では、間接費の総額、300,000円を黒のペンと紫のペンとに
配賦するとき、操業度を基準にする。この例の典型的な操業度は、ペンの本数
である。ペンの本数を基準にすると、間接費の総額の 99％（＝9,900／（9,900
＋100））を黒のペン全体、1％（＝100／（9,900＋100））を紫のペン全体に
割り当てることになる。結果として、黒のペンも紫のペンも、1本当たり 30円
の間接費が配賦される。これが伝統的な原価計算である。
　しかし、伝統的な原価計算における間接費の配賦は、複雑な間接費の発生の
現状を無視している。ペン製造業者の間接業務について、次のような場合を想
定してみる。インクの購買業務は、年間、黒インクで 1 回、紫インクで 1 回発
生する。また、製造工具は 1 つの製造ラインに 1 式用意される。このペン製造
業者には、黒のペンを製造するラインが 3 つ、紫のペンを製造するラインが 1
つある3。つまり、計 4つの製造ラインがあり、それぞれに 1式の製造工具を備
えている。こうした想定は、一般的な実務から考えて現実的であり、無理なも
のではない。
　黒のペンも紫のペンも一様に 1本当たり 30円の間接費を配賦する伝統的な原
価計算は、上記のような複雑な間接費の発生の現状を次の点で無視している。

① 伝統的な原価計算では、間接費を総額で配賦するので、ペン製造業者の間接
費の内訳、つまりインク購買の費用と製造工具の費用との区別を考えない。

② それぞれの費目の発生に関し、黒のペンと紫のペンとの違いも反映されない。
例えば、黒のペン全体に伴うインク購買と、紫のペン全体に伴うインクの購
買とは、購買という同じ業務なので、本来、同量のはずである。したがって、
購買に伴う費用も同じであろう。しかし、伝統的な原価計算では本数を間接
費の配賦基準に用いるので、結果として、インク購買の費用の 99％を黒イン
ク全体、1％を紫インク全体に割り当てる。このため、黒のペンについても
紫のペンについても、製品当たりの原価が正しく捉えられない。すなわち、
同一工程で製造される複数の製品のうち、1 ロットの製造量や製品の大きさ

                                                  
3 黒のペンの製造ラインの稼動率は高く、紫のペンの製造ラインの稼動率は低い。
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に多様性があれば、ロット当たりの製造量が多い製品や大きな製品は、それ
だけ操業度に関連する配賦基準量が大きくなるために、そうでない製品に比
べて間接費が過大に計上されることなり、製品原価が歪む。

　現実の原価の発生態様としては、直接費はその定義の通り、製品の生産量に
依存して発生するが、間接費については、製品の生産量ではなく、製品の多様
性と複雑性とに依存して発生するということができる。
　ABCでは、間接費の原価発生態様をより現実に即したかたちで把握するため
に、発注、納品、品質検査、搬送、設計、段取りなどをはじめとする間接費が
発生する補助活動について、まずその活動（アクティビティ）ごとに原価を集
計し、そのうえで、それを製品に、製品がそのアクティビティを消費した割合
に応じて配賦する。つまり、第 1 段階として、アクティビティごとに原価を集
計し、第 2 段階として、アクティビティごとの原価を製品に配賦し製品ごとに
原価を集計するという 2 段階の原価の計算がなされる。製品の製造には、直接
材料や直接労務のような直接的な資源を消費する直接活動があるのは当然であ
るが、それだけではなく、その他の資源の消費を伴って製造を支援する多くの
間接活動を必要とする。これは、製品の製造には多くの資源消費をもたらす「取
引」が必要とされることを意味する。そこで、それら取引の発生の事実に基づ
いて製品原価を計算するという発想がなされたのである。
　先のペン製造業者の例に戻ると、ABCでは間接費を次のように配賦する。

① 第 1段階として、間接費の総額の 300,000円を、インク購買というアクティ
ビティと、製造工具の使用というアクティビティとに、分けて集計する。前
者の金額計は、100,000円、後者の金額計は 200,000円である。

② 第 2段階では、それぞれのアクティビティごとに集計された費用を黒のペン
全体と紫のペン全体とに集計する。インク購買というアクティビティでは、
配賦基準を購買回数にすることが妥当であろう。年間、黒のインクの購買が
1 回、紫のインクの購買が１回発生する。したがって、黒のペン全体に、イ
ンク購買に伴う費用の金額計 100,000円の半額、50,000円を割り当てる。同
様に紫のペン全体にも、インク購買の費用の半額、50,000円を割り当てる。
製造工具の使用というアクティビティでは、配賦基準を製造ライン数にする
ことが妥当であろう。なぜなら、1 つの製造ラインに 1 式の製造工具が備え
られるからである。黒のペンのラインは 3つ、紫のペンのラインは 1つであ
る。したがって、黒のペン全体に、製造工具費用の金額計 200,000 円の 3/4
に当たる 150,000 円を割り当てる。紫のペン全体には、製造工具費用の 1/4
に当たる 50,000円を割り当てる。
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　第 2 段階を終えると、黒のペン全体には 200,000 円の間接費（＝50,000 円
+150,000円）、紫のペン全体には 100,000円の間接費（＝50,000円+50,000円）
が割り当てられたことになる。これをペン 1 本当たりに換算すると、黒のペン
で 20円、紫のペンで 100円になる。伝統的な原価計算では、間接費の配賦は、
黒のペン、紫のペン共に 1 本当たり 30 円であった。ABC では、伝統的な原価
計算と比べて、黒のペン 1 本当たりに配賦する間接費は低く、紫のペン 1 本当
たりに配賦する間接費は高くなる。
　一般に、ABCを用いると、黒のペンのようなロットが大きい製品の原価は低
く、紫のペンのようなロットが小さい製品の原価は高くなる。逆に、伝統的な
原価計算では、ロットが大きい製品の原価は高く、ロットが小さい製品の原価
は低くなる。
　Kaplanは、1970～1980 年代にアメリカの製造業が伝統的な原価計算を用い
たために、製品原価を正しく捉えることができず、製品戦略を間違い、競争力
を失ったと指摘した（Kaplan[1990]）。Kaplanによると、アメリカの製造業は
付加価値が低い製品と高い製品との両方を作っていた。一般に、低付加価値製
品のロットは大きく、高付加価値製品のロットは小さいので、伝統的な原価計
算では、低付加価値製品の原価は不当に高く、高付加価値製品の原価は不当に
低くなる。アメリカの製造業は、不当に原価が高い低付加価値製品の価格を上
げて、価格競争力を失ってしまった。または、不当に原価が高い低付加価値製
品は採算性が悪いとして、製造を打ち切り、多大の遊休資産を生んでしまった。
これらの遊休資産の減価償却費を回収するために、残った製品の価格を上げ、
やはり価格競争力を失ってしまった。
　これに対して、Kaplanは日本の製造業や外国企業は低付加価値製品に特化し
たと考える。1種類の製品しか作らない場合、間接費の配賦が製品間で歪むこと
がなく、製品原価を正しく捉えることができる。日本の製造業は、正しい製品
原価に基づいて適切な価格づけをし、製品戦略を誤ることがなかったと結論づ
けている。
　このように、ABCは、伝統的な原価計算による製品原価についての批判とし
て提唱された。そこでは、製品に関する戦略的な意思決定における製品原価情
報の重要性の認識が基礎となっていた。価格決定、新製品の導入、陳腐化した
製品の排除、競争製品への対応などの戦略的な意思決定に当たって、製品収益
性を判断するために、正確な製品原価が必要なことが強調されたのである。そ
の主張の裏には、管理会計を財務会計に合わせるという当時の実務についての
懸念もあった。つまり、財務会計では、財務諸表を作成するときに伝統的な原
価計算を用いることが原則なので、当該原価情報を管理目的に利用すると意思
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決定が混乱して誤ったものになるという批判と反省とが込められていた。この
点が 1980年代後半のアメリカで主張されたのは、アメリカの製造業が競争力を
失ったことについて、不正確な製品原価情報を提供してきた管理会計に責任が
あるという指摘があったからである。アメリカの事情としては、日本の製造業
など外国企業の躍進によるアメリカの製造業の競争力低下に対する危機感が引
き金となっていた。
　その後、ABCの議論は、より正確な製品原価情報を生み出すということだけ
でなく、アクティビティを分析することによって、製品に価値を付加するアク
ティビティと製品に価値を付加しないアクティビティとを区別して、マネジメ
ント プ ロ セ ス を 改 善 す る 活 動 基 準 原 価 管 理 （ Activity-based cost
management：以下、ABM）の観点に重点が移っていく。ABCと ABMとは、
アクティビティの認識に基づいた原価計算という基本概念では共通するもので
ある。ABCと ABMとの違いは、念頭に置く意思決定に由来する。前者が製品
戦略についての意思決定を念頭に置くのに対して、後者はプロセス管理に関連
する意思決定を念頭に置く。

（２）（２）（２）（２）ABCABCABCABCの特徴の特徴の特徴の特徴

　以下では、原価計算の仕組としての ABCと伝統的な原価計算とを対比する。
具体的には、計算構造、役割、前提とする経営環境について、両者を比較する。

イ．計算構造イ．計算構造イ．計算構造イ．計算構造

　まず、ABCの計算構造と伝統的な原価計算のそれとを対比する。ABCも伝統
的な原価計算も、原価全体を考えるという点では同じである。しかし、伝統的
な原価計算では、間接費を総額で捉え、間接費を発生させる間接業務の詳細に
立ち入ることはない。これに対して、ABCは間接業務のアクティビティに焦点
を当てる。アクティビティとは製品を提供するために投入物（Input）を産出物
（Output）に変換する活動単位である。ペンの製造業者の例でいえば、インク
購買や製造工具の使用に当たる。ABCでは、原価をアクティビティごとに集計
し、さらにアクティビティから製品に割り当てる。そのとき、実行された各ア
クティビティ、すなわち製品提供のために消費された各アクティビティについ
ての何らかの測定尺度が、コストドライバーとして当該原価を割り当てる基準
となる。コストドライバーは、ペンの製造業者の例でいえば、インク購買回数
や製造ライン数である。
　伝統的な原価計算は間接費を総額で捉え、間接業務に関わる資源を製品が消
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費すると仮定するため、間接費を直接、製品に割り当てる。直接、製品に割り
当てるという点で、1 段階の計算である。ABC では、製品がアクティビティを
消費し、アクティビティが原価を引き起こすと仮定するために、アクティビティ
から製品に原価が割り当てられる。間接費をアクティビティに割り当て、アク
ティビティから製品に割り当てるという点で、2段階の計算である。両者にはこ
うした計算構造上の違いがある。

ロ．役割ロ．役割ロ．役割ロ．役割

　次に、ABCと伝統的な原価計算との役割を比較する。伝統的な原価計算に期
待される役割は、製品原価についての情報を提供して、管理者の適切な意思決
定、特に、製品戦略に結びつけることである。ここでは、現在の原価構造は所
与であり、伝統的な原価計算が影響を及ぼす意思決定は製品戦略である。
　ABCも同様に、製品原価についての情報を提供して、製品戦略に影響を及ぼ
すという役割を担っている。しかし、ABCで重要なのは、前述のような 2段階
の計算過程で間接費の配賦に複数の基準を用いるので、配賦基準としてアク
ティビティのコストドライバーを認識できることである。コストドライバーを
認識すると、原価構造をより深く理解して、それを改善する可能性が広がる。
つまり、ABCは管理者の注意を原価構造に喚起して、その改善につなげるので
ある。伝統的な原価計算とは違い、原価構造が所与ではない。むしろ、意思決
定の対象である。こうした狙いで、ABCが ABMに発展した。
　原価構造についての意思決定には 2つが考えられる。

① 第 1 に、業務の改善である。先のペン製造業者の例を用いると、ABC では
インク購買というアクティビティ 1 回に 50,000 円かかるという情報が提供
される。管理者がこの額を高いと考えれば、インク購買を効率化するという
発想が生まれる。また、年間にインク購買が 2回行われているという情報も
利用可能になる。2回を 1回にまとめることによって効率を上げるという改
善を発想する可能性もある。伝統的な原価計算では、間接費を総額で捉える
ので、インク購買 1回当たりの費用や購買回数という情報が提供されない。
したがって、業務を改善して原価構造を変えるという発想も生まれにくい。

② 第 2に、資源の量の調整である。ペン製造業者の例では、年間 9,900本の黒
のペンを 3つの製造ライン、100本の紫のペンを 1つの製造ラインで作って
いる。1つのライン当たりの製造量は、黒のペンが 3,300本、紫のペンが 100
本である。この情報から、紫のペンの製造ラインは稼働率が低いと想像でき
る。それにもかかわらず、各製造ラインには 1 式の製造工具が備えられ、
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50,000円の費用がかかっている。管理者は、紫のペンの製造ラインで稼働率
が低いことについて対策を打つであろう。例えば、紫のペンの製造ラインを
取り止め、黒のペンの製造ラインが空いている間に紫のペンを作るという対
策が可能である。製造ラインの取り止めという資源の量の削減により、製造
工具費 50,000 円を節約できる。伝統的な原価計算では、間接費は「固定」
されているので、その資源の量の調整は考えられない。これに対して、ABC
では間接費でも長期的には変動費と考えることができる。

　伝統的な原価計算は製品戦略のための情報を提供する役割を担う。ABCも同
じ役割を担うが、加えて、管理者の注意を原価構造に喚起して、その改善につ
なげるという機能ももっている。

ハ．前提とする経営環境ハ．前提とする経営環境ハ．前提とする経営環境ハ．前提とする経営環境

　ABCと伝統的な原価計算とは、前提とする経営環境が違う。伝統的な原価計
算では、製品が単一（少数）であることを想定する。この環境では、間接費歪
んで製品に配賦する心配はない（小さい）。また、直接費に比べて間接費が少
ないことを前提にする。ABCは、基本的に、製品種類が多く、間接費が多く、
かつ操業度以外の多くの要因によって原価が影響されるという経営環境を想定
する。
　ABCと伝統的な原価計算とでは、さらに、原価計算のために利用しうる資源
が違うという背景がある。ABCが提唱される前は、ABCにおいて間接費をアク
ティビティに関連させるための資源を企業がもたなかった。なぜなら、それに
必要なデータや、計算能力が限られていたからである。原価計算のために利用
しうる資源が十分でなかったので、より簡便に、直接材料費や直接作業時間等、
製品の操業度を基準として間接費を配賦する伝統的な原価計算が用いられた。
これに対して、ABCは、アクティビティという視点の下で、製品に間接費を
割り当てる枠組みを提供することになる。情報技術の発達で、ABCに必要なデー
タや計算能力が企業に備わったからである。伝統的な原価計算よりも複雑な
ABCが現実的になったのは、原価計算のために利用しうる資源が豊富になった
からである。

（３）（３）（３）（３）ABCABCABCABC適用の問題点適用の問題点適用の問題点適用の問題点

　ここでは、ABCを実務に適用する際の問題点について考える。
　ABCでは、アクティビティとコストドライバーとをどのように選択するかが
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問題となる。アクティビティとは製品を提供するための投入物を産出物に変換
する活動単位であり、製品レベル、バッチ（またはロット）レベル、製品種類
レベル、設備レベルのものがある。また、このようなアクティビティによって
消費された原価を製品に割り当てる基準となるものが、コストドライバーであ
る。
　ところが、アクティビティ、コストドライバーなどの重要な概念について必
ずしも共通の認識が明確に示されているわけではない。アクティビティの概念
は、ABC における原価計算を考える場合と、ABM における原価構造の改善を
考える場合とでは、その解釈が変わる。また、コストドライバーの概念は、論
者によって多様である。単純に原価の配賦基準と解するものや、原価を発生さ
せる作用因と捉えるものなど、相違がみられる。コストドライバーは、製品や
他の原価対象によるアクティビティの要求を反映するものであり、ABCの原価
計算としての役割を重視した場合、コストドライバーの認識は、配賦基準とし
ての性質をより重視したものとなるが、ABMでは、何が原価を引き起こすのか
という業務構造の性質が重要となる。
　実際のアクティビティの数は非常に多いために、実行可能性の点からアク
ティビティは集約されなければならない。製品原価に要求される正確性の程度、
製品の多様性の程度、集約されるアクティビティの相対的原価額などがこれに
影響を及ぼす。また、コストドライバーの選択に当たっても、当該コストドラ
イバーの測定に伴う費用（データ入手の容易性）、実際のアクティビティの資
源消費との相関関係、当該コストドライバーによって誘導される行動への考慮
が必要と考えられている。

（４）（４）（４）（４）ABCABCABCABCからからからから ABMABMABMABMへの展開への展開への展開への展開

　M. E. Porterは『競争優位の戦略』において、企業をアクティビティの集合
体と位置づけた（Porter[1990]）。Porter は、アクティビティを原価計算とい
う狭い範囲で取り上げるのではなく、より広い戦略論の中で論じている。そし
て、競争戦略という観点から、企業におけるすべてのアクティビティを検討し、
必要に応じて改善することが大切であると指摘している。Porter の主張は、ア
クティビティの改善を競争戦略の一部として位置づけるものであるので、ABC
から ABMへの展開と整合する。
　Porter はコストドライバーを広く捉えて、原価に影響する要因という意味に
使い、アクティビティの原価を構造的に決めるものとして、規模の経済性、習
熟度、キャパシティ利用のパターン、連結関係、相互関係、結合、タイミング、
自由裁量のある政策、ロケーション、制度的要因を列挙している
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（Porter[1990]p.70）。もちろん、会計システムとして操作性が求められる以上、
原価計算に用いられるコストドライバーは数量化可能でなければならず、
Porter が主張するコストドライバーは、原価計算に用いられるものではない。
しかし、原価に作用する要因という意味で、Porterが列挙するコストドライバー
は示唆に富む。

ABCにおけるコストドライバーに関しては、解釈が分かれている。コストド
ライバーを単にアクティビティのコストプールから製品に配賦するときの基準
と解釈するもの、アクティビティによる資源の消費をコストプールに割り当て
るための資源ドライバーとコストプールから製品に割り当てるための活動ドラ
イバーとに分けて解釈するもの、また、原価発生を直接引き起こすものとコス
トの発生態様を決定づけるものとに分けて解釈するものなど、表現も含めて多
くの解釈が存在する。
　しかし、ABCの重要な点は、現実に需要されているアクティビティの認識か
ら一歩進んだアクティビティ分析によって、価値付加的なアクティビティか非
価値付加的なアクティビティかの認識に管理者の注意を喚起することにある。
これは ABCから ABMへの移行を意味し、アクティビティを管理することの重
要性が認識されるに至ったものといえる。したがって、妥当なコストドライバー
の解釈は、原価発生を直接引き起こすものと考えることである。コストドライ
バーを単にアクティビティのコストプールから製品に配賦するときの基準とす
る解釈は、アクティビティの改善、つまりプロセス管理の視点を見落としてい
る。
　Raffishと Turneyが示す ABCと ABMとの概念図（図１）によれば、ABC
において、アクティビティを通じて資源を原価計算対象に割り当てる視点が原
価配賦の観点と表現されるのに対して、アクティビティをコントロールすると
いう内部志向的側面を重視するのが、プロセス管理の観点と表現されている。
プロセス管理の観点は、アクティビティの連鎖を重視するものであり、これが
さらに強調されたものが継続的改善プロセスとしての ABMと理解されている。
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図１　ABCと ABMの概念モデル

原価配賦の観点

資　源

プロセス管理の観点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　継続的改善プロセス

アクティビティ

分析

コストドライバー 　　 アクティビティ　　 　業績評価尺度　　　　　 コストドライバー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分析

業績分析

原価計算対象

ABC　　　　　　　　　ABM

（出所）Raffish and Turney[1991]p.54
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３．バランスト３．バランスト３．バランスト３．バランスト・スコアカード・スコアカード・スコアカード・スコアカード（（（（BSCBSCBSCBSC））））

（１）概要（１）概要（１）概要（１）概要

BSCは、1992年に R. S. Kaplanと D. P. Nortonによって開発された、経
営戦略を遂行するための経営管理システムである。1980年代半ば、アメリカに
おいて財務会計数値を中心とした業績評価システムの限界が指摘された
（Johnson and Kaplan[1987]）。財務会計数値の限界は、アメリカでの業績評
価指標の変遷から以下のように説明できる。

20世紀のアメリカでは、業績評価指標として ROI（Return on investment）
が多用された。ROIは、今世紀初頭に、E.I. du Pont de Nemours and Company
で始めて使用された指標である。ROI は、企業の目標指標として利用されるだ
けでなく、投資プロジェクトの判定基準、プロフィットセンターやインベスト
メントセンターの目標や業績評価の基準としても利用された（田中
[1997]pp.89-90）。
しかし、ROIを管理者の業績評価と結びつけたことから、管理者は長期的な

観点から投資しなくなった。利益/投資額という ROIの式からわかるように、分
子が一定のとき、分母が大きくなればなるほど ROIは下がるからである。研究
開発費などに伴う投資は、結果がすぐに出ない場合が多い。ROI が下がるため
投資を控えてしまうといった管理者の行動は、新たな利益機会を生まない。
財務指標は、一般的に会計基準に従った財務諸表の数値から導かれる。会計

基準は単年度主義をとるので、財務指標は前年度に起きた事象を報告するだけ
で、長期的な投資がもたらす次年度の業績向上を示さない（Kaplan and Norton
[1996]p.134）。さらに、情報化時代においては無形資産が重要であるが(Kaplan
and Norton[1996]pp.2-3)、無形資産は財務諸表に表示されないから、無形資産
の管理には他の情報が必要になる。このように、財務会計数値のみによる業績
評価には限界がある。
これに対して、BSCは、従来の財務の視点に、顧客の視点、業務プロセスの

視点、学習と成長の視点を加えている。それぞれの視点に基づいて、指標を選
択する。例えば、顧客の視点では顧客満足度、業務プロセスの視点では製品製
造プロセスにおける歩留まり率、学習と成長の視点では従業員の研修の達成度
などである。しかし、日本企業は従来から財務指標と非財務指標とを併用し経
営管理を行っているという指摘がある。これに対して、Kaplanと Nortonは、
BSC は首尾一貫し、互いに強化しながら結びついた一連の目標と指標とで成り
立っているため、財務指標と非財務指標との寄せ集めではないとしている
（Kaplan and Norton[1996]pp.29-30）。
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以下では、まず、BSCの 4つの視点の各々について説明したうえで、戦略的
マネジメントの手段としての BSCを説明する。さらに、BSCを導入する際の問
題点や将来展望について整理する。

（２）（２）（２）（２）BSCBSCBSCBSCの特徴の特徴の特徴の特徴

イ．イ．イ．イ．BSCBSCBSCBSCのののの 4444つの視点つの視点つの視点つの視点

BSCは、組織の業績を、財務、顧客、業務プロセス、学習と成長の 4つの視
点から捉える（図２参照）。BSC は、企業のビジョンと戦略とから導かれ、4
つの視点からそれらを検討することによって、目標、尺度、ターゲット、実施
項目を具体的に構築していくのである。そして、4つの視点は、それぞれに独立
しているのではなく、因果関係にある連鎖の中で捉えられている。

4つの視点を具体的に説明すると、以下のようになる。

　図２　BSCのフレームワーク

（出所） Kaplan and Norton[1996]p.9

財務の視点
財務的な成功のために株主に何をす
べきか。

目標・尺度・ターゲット
・実施項目

顧客の視点
ビジョンの達成のために顧客に何
を示すべきか。

目標・尺度・ターゲット
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善する能力をいかに保持するか。

目標・尺度・ターゲット
・実施項目

ビジョン
と

戦　　略
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① 財務の視点
財務の視点は、株主に対して何をすべきかを示しており、戦略が最終的

に財務の尺度に集約される。つまり、財務尺度は、企業の戦略の実行が最終
的な利益の改善に貢献したか否かを明らかにすることができる。尺度として
は、収益性尺度に関するものが採用されることが多い。
ただし、非営利企業の戦略は必ずしもこの視点に集約されない。Kaplan

と Norton は、非営利企業はいかに効果的かつ効率的に顧客のニーズを満た
したかによって評価されるべきであるとし、最終的に顧客の視点に集約され
る具体的な目標を立てなくてはならないと考えている。そのうえで、財務の
視点は、顧客の視点を可能にする基盤について評価し、あるいは顧客の視点
が限られた財務的資源内で達成されているかを点検する役割を果たすとし
ている。したがって、営利企業では財務の視点は主たる目標であるが、非営
利企業では主たる目標ではない（Kaplan and Norton[1996]p.180）。

② 顧客の視点
企業努力が財務の視点に反映されるには、顧客に支持されることが不可

欠である。それは、企業が絶えず顧客の視点から戦略を構築していかなけれ
ばならないことを意味する。顧客の視点では、狙いとする顧客の市場セグメ
ントを識別し、その標的のセグメントにおける業績を捉える。主要な指標に
は、顧客満足度、顧客定着率、新規顧客獲得率、顧客別収益率、市場占有率
等が挙げられる。

③ 業務プロセスの視点
業務プロセスの視点では、企業が成功を収めるために、業務プロセスを

改善する方策を識別する。
しかし、Kaplanと Nortonによれば、業務プロセスの視点は、次の点で、

単なる業務プロセスの改善とは異なる（Kaplan and Norton[1996]p.27）。
第 1に、従来の伝統的な業務プロセスの改善では、現行の業務プロセスにの
み焦点を当て、それに関する指標を測定し、改善してきた。それに対して、
BSCにおける業務プロセスの視点では、企業が競争優位を獲得するために欠
かせない新しい業務プロセスを構築することに関心がある。
その典型として、石油採掘プラントを建設する会社、Rockwater の例が

ある。Rockwaterでは、石油採掘プラントの建設が完了してから、顧客が支
払いを済ませるまでに長い期間がかかっており、資産の効率を下げていた。
売掛金の回収という業務プロセスを改善するには、単純に、経理部が顧客を
頻繁に催促して、回収期間を短くすることが考えられる。しかし、BSCを導
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入した Rockwaterは、違う業務プロセスに着目して、目的を達成する。顧客
が支払いを遅らせるのは、Rockwaterが、建設が完了したと解釈しても、顧
客が完了を認めないからである。Rockwaterが建設完了を通知すると、顧客
は石油採掘プラントを検査して手直しを依頼する。そして、手直しの終わっ
たことをもって建設の完了を認める。つまり、建設の完了について、
Rockwaterと顧客との間に認識の隔たりがある。Rockwaterと顧客との認識
を一致させることによって、顧客は早く支払い、Rockwaterは売掛金を早期
に回収できる。こうした考察により、Rockwaterは経理部による顧客への催
促でなく、建設現場での顧客とのコミュニケーションという業務プロセスに
着目した。コミュニケーションの促進により、建設の途中経過について顧客
が抱いている不満を把握し、顧客が手直しを必要と考えている建設箇所につ
いて、早く対応できることになる。顧客とのコミュニケーションという業務
プロセスの改善により、実際、Rockwaterの売掛金の回収期間は短くなった。
このように、業務プロセスの視点では、現行の業務プロセスの改善だけでな
く、新しい業務プロセスの構築にも焦点を当てている。
第 2 に、革新業務のプロセスを業務プロセスの視点に取り入れている。

企業の繁栄には、既存の顧客だけではなく、将来の顧客のニーズをも満たさ
なければならない。したがって、新製品開発やそのための市場の調査といっ
た革新業務も業務プロセスの視点に含まれる。革新業務は、長期的な観点か
ら業務プロセスの改善を行うために、極めて重要となるのである。もちろん、
現在の顧客に対する商品またはサービスの提供も短期的には重要である。
例えば、Metro Bank（仮名）では、狙いとする市場セグメントの顧客に

できるだけ売り込み、顧客との関係を強固なものにするために、以下のよう
な業務プロセスを考えた（Kaplan and Norton[1996]pp.110-112）。すなわ
ち、利益性のある市場セグメントを見分け、その市場の顧客ニーズに合った
金融商品やサービスを開拓し、提供する。こうすることにより、その市場の
顧客に対して失敗することなく効率的でタイムリーに金融商品やサービス
を提供することが可能となる。

BSC は、このように短期的および長期的な視点から、業務プロセスを創
造し、改善するための目標を明らかにしていく。
主要な尺度には、品質、対応時間、コスト、新製品導入率等が挙げられ

る。

④ 学習と成長の視点
学習と成長の視点では、財務の視点、顧客の視点、業務プロセスの視点

での目標を達成するための、企業の基礎を構築することに着目する。企業の
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基礎として、従業員の能力開発、従業員の動機づけ、情報システムの開発の
3点が重要とされている。
具体的な指標としては、従業員の研修の回数、従業員満足度、情報シス

テムの利用度といった包括的な尺度を設定している。

ロ．経営管ロ．経営管ロ．経営管ロ．経営管理システムとしての理システムとしての理システムとしての理システムとしての BSCBSCBSCBSC

（イ）実行のための戦略的フレームワーク（イ）実行のための戦略的フレームワーク（イ）実行のための戦略的フレームワーク（イ）実行のための戦略的フレームワーク

BSCは、上記で示した 4つの視点のバランスを考えながら、これらを因果連
鎖の中で捉える。そして、営利企業のための BSCでは最終的に財務の視点によ
る指標の向上を目指している。こうした BSCのフレームワークを戦略的なマネ
ジメントの手段とするために、以下のような 4 つのプロセスを用いる（図３参
照）。

4つのプロセスを説明すると、以下の通りである。

① ビジョンおよび戦略の明確化と活動への置き換え
ビジョンや戦略を明確にし、具体的な活動のレベルに置き換えて表現す

る。このプロセスから、ビジョンや戦略に関する組織全体のコンセンサスが
得られることになる。

② コミュニケーションと従業員の意識との関連づけ
組織の全従業員とのコミュニケーションによって戦略を理解させ、報酬

を業績尺度と関連づける。

③ 計画および目標の設定
飛躍的な目標を設定し、戦略の質や実施項目の再構築等を検討し、戦略

を予算編成プロセスに統合する。

④ 戦略へのフィードバックと学習
目標および指標の定期的な検討を行い、時には戦略自体も見直す。また、

目標も見直すダブル・ループ学習をすることにより、戦略のフィードバック
および学習が行われる。
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図３　実行のための戦略的フレームワーク

（出所）Kaplan and Norton[1996]p.11

BSCは、上記の 4つのプロセスを通じて、組織の全従業員による経営管理へ
の積極的な参加を促す。

（ロ）（ロ）（ロ）（ロ）4444つの視点の因果連鎖つの視点の因果連鎖つの視点の因果連鎖つの視点の因果連鎖

4 つの視点による目標や指標を業績評価に取り入れることは、決して新しい
ことではない。しかし、BSC の特徴は、戦略を明確にし、因果連鎖している各
視点の指標を通して、戦略を浸透させ、戦略の実行をモニターする仕組みを有
している点にある。
この因果連鎖を簡単な例であるファースト･フード企業が新店舗を開店した

場合で説明すると以下のようになる（図４参照）。

戦略へのフィードバックと学習
・ 共有ビジョンの表明
・ 戦略へのフィードバックの提供
・ 戦略のレビューと学習の援助

計画および目標の設定
・ 目標値の設定
・ 戦略的実施項目の同調
・ 資源配分
・ 中間目標の確立

ビジョンおよび戦略の
明確化と活動への置き換え

・ ビジョンの明確化
・ 同意の獲得

ＢＳＣ

コミュニケーションと
従業員の意識との関連づけ

・ コミュニケーションと教育
・ 達成目標の設定
・ 業績と報酬の結合



図４　ファースト･フード企業の新店舗における BSC
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このように、BSCは戦略の因果連鎖を分析することによって、戦略を達成す
るための業務要因を明らかにし、管理を実施していくのである。
また、以上のことから、BSCはあらゆる組織で一律に適用できる定型的なも

のではないことがわかる。それは、市場環境、戦略、競争環境が異なれば、自
ずと BSCも異なるからである。各視点における具体的な目標および指標に関わ
る要因を探し出すことは、容易なことではない。しかし、BSC の意義は、作成
される過程が重要なのである。時間をかけて BSCを作り上げることによって、
独自の BSCが出来上がり、またその価値が高まるのである。

（３）（３）（３）（３）BSCBSCBSCBSCの導入に関する問題点の導入に関する問題点の導入に関する問題点の導入に関する問題点

以上、BSCの 4つの視点と経営管理システムとしての BSCとを説明してき
たが、BSCが喧伝されているわりには、日本においては BSCの導入が進んでい
ない。その理由として、BSCに対する疑問が残っていることが原因の 1つと考
えられるだろう。また BSCの適用範囲については現在製造業が中心であり、新
たな適用範囲として銀行（小倉・島崎[2001]）や病院（永山[2001]）が検討され
ている程度である。しかし、これらの業界でも、実際に適用された事例はない
ようである。その一因は、実務ベースでの研究が進んでいないことが考えられ
る。
まず、学界においては以下のような BSC に関する厳しい評価がある。第 1

に、BSC はマーケティングや経営学の分野などで従来から指摘されている様々
な成果を取り入れてまとめているだけで、新鮮味はなく、BSCの 4つの視点は
単なる寄せ集めであるといった指摘（小林[1998]pp.67-69）、第 2に、従来から
活用されている目標管理（各作業現場で目標を与えて管理すること）や方針管
理（企業全体の方針に基づいて管理すること）との違いが明確でないという指
摘、第 3 に、4 つの視点における因果連鎖の信憑性に対する疑問(NØrreklit
[2000]pp.65-88)である。
こうした評価に対して、長谷川と清水とは次のように指摘している（長谷

川・清水[2001]pp.42-44）。
第 1の批判については、BSCの 4つの視点は、単なる寄せ集めではなく、戦

略を遂行するために視点間の因果連鎖が構築されていると指摘している。つま
り、4つの視点が有機的に結びついているのである。
第 2の批判については、まず BSCと目標管理との違いとして、BSCは非財

務的な視点の指標を財務の視点の指標に最終的に結びつけるため 4 つの視点間
に因果関係をもたせているが、目標管理では視点間の関係がないことを指摘し
ている。また、方針管理との違いについては、類似する点が多いとしながらも、
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方針管理が 1つの目標を展開するのに対して、BSCは様々な指標を用い、しか
もその指標間の因果連鎖を構築している点が相違点であるとしている。
第 3の批判については、Kaplan and Norton[2000]における戦略マップの構

築で解決できるとしている。しかし、長谷川と清水は、具体的な解決方法につ
いては論じていない。
ただ、こうした批判やその批判に対する反論といった理論ベースでの BSC

の是非のほかにも、BSC を導入したり運営したりする場合の疑問に対して答が
明らかになっていないことも、BSCの導入が進まない理由の 1つではないかと
思われる。つまり、実務ベースでの具体的な研究が進んでいないのである。
例えば、実務ベースで以下のことが明らかでない。BSCを導入しやすい企業

の診断方法、一般的な BSCのテンプレートを各業界の特性に合わせてアレンジ
した業界ごとのテンプレート、各視点間で正に相関または負に相関する具体的
な指標などである。こうした疑問に答えるための実証研究が、BSC の導入を推
進するためには重要である。

BSC の研究の 1 つとして注目されるのが、Lipe と Salterio の論文である
（Lipe and Salterio[2000]pp. 283-298）。Lipeと Salterioは、様々な事業単位
に共通の指標と、個々の事業単位でのユニークな指標を組み合わせた BSCにお
いて、事業単位の評価のためにどちらの指標がより多く使用されるかという実
験を行った。その結果によれば、事業単位に共通の指標のみがその評価に使わ
れていることが明らかになった。
この実験からいえることは、以下の通りである。理論ベースでは、BSCの作

成において事業単位でのユニークな指標の重要性が説かれている。しかし、実
際の評価では、事業単位に共通の指標のみが評価に使用されることから、実務
レベルでの BSCの作成に当たっては、探し出したりデータベース化したりする
のに時間のかかるユニークな指標よりも、一般的に見つけやすく理解しやすい、
そしてデータベース化しやすい事業単位共通の指標を採用してBSCを作成した
方が、効率的であることになる。
こうした点が明確になれば、様々な組織も実際に BSC を経営管理システム

のツールの 1つして導入しやすくなる。したがって、今後は、実際に BSCの導
入を考える場合、事業単位に共通の指標のあり方に関する研究が必要になるだ
ろう。

（４）将来の展望（４）将来の展望（４）将来の展望（４）将来の展望

以上、BSCの 4つの視点、経営管理システムとしての BSCを説明し、BSC
を導入する際の問題点について述べてきた。ここで、BSC が現時点の日本で有
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用であるかどうかを問うのは早計であろう。これは、理論ベースにおいて BSC
に対する評価が二分されていることに加え、実務ベースでの研究も進んでいな
いからである。特に、日本においては、BSCを導入している企業が少ないうえ、
その導入は初期段階である。したがって、日本における BSCの評価は、BSCを
導入した企業のその後の展開を見守りながら、先に示した実証研究を通しては
じめて、明確になると思われる。
しかしながら、BSC への期待は大きいと考える。BSC は、目標値を財務の

視点の指標と非財務的な視点の指標の因果関係から導き出すものであるため、
目標値を達成する道筋を示すことができるからである。



22

４．銀行業への適用可能性４．銀行業への適用可能性４．銀行業への適用可能性４．銀行業への適用可能性

　本節では、日本の銀行業に ABCや BSCを適用する可能性を探り、さらに適
用するうえでの問題点を指摘する。

（１）銀行業における管理会計の現状（１）銀行業における管理会計の現状（１）銀行業における管理会計の現状（１）銀行業における管理会計の現状

　銀行業が採用している管理会計の仕組は、大きく 2 つの側面に分けられる。
まず、本支店間における管理会計であり、次に本店内または支店内における管
理会計である。それぞれを概観する。

イ．本支店間における管理会計イ．本支店間における管理会計イ．本支店間における管理会計イ．本支店間における管理会計

　多くの銀行は、本支店間の関係（または本部と営業店との関係）について、
本店（または本部、以下、本店）をコストセンター、支店（または営業店、以
下、支店）をプロフィットセンターと位置づけている。そして、本支店間で資
金を貸借する仕切りレートを設けている。以下、貸出を例に説明する。
仕切りレートは、支店の案件ごとに決められ、一般に次のように算出されて
いる。

（仕切りレート）＝（粗利率）―（信用コスト率）―（経費率）

　粗利率は、支店の各案件の利率と市場レートとのスプレッドである｡市場レー
トは、利率が固定か変動か、何年の貸借かによって決まる。信用コスト率は、
信用リスクを定量化したもので、貸し倒れの可能性に見合う対価である。経費
率は、コストセンターである本店で発生する費用を基に設定される。
プロフィットセンターである支店の利益は、仕切りレートを用いて計算され、
それに基づき支店の業績が評価される。支店の利益は、支店長の人事考課に用
いられ、将来の昇進を左右する。また、支店の利益が、支店長や支店の行員の
金銭的な報酬に連動することもある。しかし、利益と金銭的な報酬とが連動す
る程度は高くないとされている。

ロ．本店内あるいは支店内の管理会計ロ．本店内あるいは支店内の管理会計ロ．本店内あるいは支店内の管理会計ロ．本店内あるいは支店内の管理会計

　本店内あるいは支店内の管理会計では、基盤項目が定められ、これに基づい
て業績が評価される。基盤項目とは、預金残高、新規預金口座獲得数、クレジッ
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トカード契約数、事務作業のミス数などである。
　本店内または支店内で、基盤項目の業績に基づいて、上司が部下を主観的に
考課し、その結果が将来の行員の昇進を左右する。人事考課が、行員の金銭的
報酬に連動することもある。

（２）（２）（２）（２）ABCABCABCABCの適用の可能性と問題点の適用の可能性と問題点の適用の可能性と問題点の適用の可能性と問題点

　銀行業では、ABCを、本支店間の仕切りレートの式における経費の算出に適
用することが考えられる。つまり、間接部門である本店の費用を支店の各案件
に配賦するときに適用できる。ABCにより、間接費の配賦の正確性が増し、正
しい商品戦略に繋がる。
実際、欧米では、いくつかの銀行で ABC が適用されている。Kaplan and

Cooper[1998]は、1つの事例を詳しく報告している。Co-operative Bank（仮名）
は英国の中規模銀行である。3ヶ月の業務実績に基づき、235のアクティビティ
を認識した。アクティビティの例は、

� 口座を開く。
� 口座を維持する。
� 手形を引き受ける。
� 預金の引き出し／預け入れを処理する。
� 口座を閉じる。
� 顧客の質問に答える。
� 小切手帳を発行する。
� 商品を売り込む。
� 口座振替を行う。
� クレジットカード取引を処理する。
� ATM取引を処理する。
� （現場で）新人を教える。
� 融資を審査する。
� リスク管理業務を処理する。
� 現金を回収する。
� 経営報告を作成する。
� 財務諸表を作成する。

この銀行は、こうしたアクティビティから、支店で扱う 50の商品の費用を算
出した。これを仕切りレートの式にいれることによって、支店の収益性をより
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正確に把握することができた。さらに、商品ごとの収益性を銀行全体で集計し
た結果、半数の商品しか利益を上げていないことが分かった。残りの商品につ
いては、廃止、機械化、サービスの簡略化が検討された。もちろん、商品によ
っては従来通りに提供することになったものもある。利益を上げていないにも
かかわらず、従来通りの商品は、銀行にとって戦略的な意味があるからである。
戦略的な意味があっても、どの程度損失を出しているかを把握することは、今
後の意思決定に有益なことであった。

Co-operative Bankは、さらに一歩進めて、商品ごとでなく、顧客ごとの収益
性を集計した。通常、一人の顧客は、普通預金、定期預金、公共料金の支払い、
住宅ローンの借入れ等、複数の商品を利用している。顧客は商品ごとに銀行を
変えるのは煩わしいからである。そうすると、特定の商品の収益性が低くても、
他の商品の収益性に貢献して余りがあれば、銀行の利益に寄与していることが
考えられる。つまり、商品ごとよりも顧客ごとに収益性を分析することが正し
いのである。
　この分析の結果、収益性は顧客セグメントごとに大きな開きがあることが分
かった。経営者は今後、収益性が高い顧客セグメントを重点的に対象にするこ
とを決めた。
日本の銀行業でも ABCの先行事例がある（吉川[1999]）。しかし、どの銀行

も ABCを導入してから間がないので、その効果を論じることはできない。日本
の銀行に ABCを適用するうえでの問題として次の点を挙げることができる。

① 銀行が経営管理を改善する方策が、明らかになっていない。原価計算の手法
である ABC は、意思決定の手段である。したがって、志向する意思決定に
よって、ABCの設計が違う。例えば、製品戦略についての意思決定なのか、
原価構造についての意思決定なのかによって、ABCの適用範囲、アクティビ
ティの数、コストドライバーの選択が変わる。志向する意思決定が定まらな
いまま、ABCを導入しても焦点がぼけた原価情報しか入手できない。

② 本店がコストセンター、支店がプロフィットセンターという現在の管理会計
の枠組みにそぐわない。銀行では、本支店間の管理会計で仕切りレートが設
けられており、その正確性を上げるために ABC を適用することが考えられ
る。しかし、本支店間の役割分担を変えずに ABC を導入すると、責任の範
囲と業績評価の範囲とが一致しない。なぜなら、支店が売る商品は本店が決
めるからである。すると、商品構成により、支店の利益が左右される。例え
ば、住宅ローンの品揃えが貧弱で、投資信託の品揃えが豊富な銀行では、住
宅ローンの需要が高い都市圏郊外の支店は不利で、投資信託の需要が高い都
市圏中心部の支店は有利である。したがって、両者を同じ仕切りレートを使
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って評価することには無理がある。
　さらに考えるなら、近年の銀行全体の収益性を左右するのは支店の努力で
なく、商品の品揃え等、本店の努力である可能性がある。そうであれば、本
店をコストセンターとして扱わず、むしろ収益を自ら生み出すプロフィット
センターと位置づけるべきである。

（３）（３）（３）（３）BSCBSCBSCBSCの適用の可能性と問題点の適用の可能性と問題点の適用の可能性と問題点の適用の可能性と問題点

　銀行の本店内または支店内では基盤項目が設けられている。基盤項目を発展
させ、業績評価を銀行全体の戦略と連動させるために BSCを適用することが考
えられる。
  ABC同様、BSCでも欧米の銀行に適用例がある。Kaplan and Norton[1996]
は、Metro Bank（仮名）の事例を報告している。Metro Bankは米国の銀行の
個人顧客部門で、行員が 8000 人、都市部の預金高の 30％を占めていた。親会
社が合併を経験し、これに伴って Metro Bank の戦略が変わった。幅広い顧客
から利鞘を稼ぐことから、特定の顧客を対象に手数料を稼ぐことに変更された。
こうした戦略転換を行員に周知するために、CEOは 1993年に BSCを導入した。
　Metro Bankの BSCで採用された指標は次の通りである。

財務の視点
� 総収入中の手数料収入の割合
� 総収入中の特定顧客の割合
� 総収入の伸び
� 投下資本利益率

顧客の視点
� 総顧客中の特定顧客の割合
� 顧客満足度
� 顧客維持率

業務プロセスの視点
� 商品からの収入
� 顧客当たりの商品数
� 顧客の申し込みからサービス開始までの期間
� 新商品開発数
� 手作業のサービスと機械化のサービスとの比率
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� 顧客と過ごした時間数

学習と成長の視点
� 行員当たりの収入
� 行員満足度
� 行員の能力向上度
� 情報システム計画の達成度
� 行員の報酬と BSC指標との連動との割合

　BSCの適用により、Metro Bankの戦略転換が行員に周知され、収入構造が
転換した。一般に、異なる戦略を追求してきた 2 つの銀行の合併では、新しい
企業の焦点がぼやけがちである。しかし、Metro Bankでは経営資源の配分や行
員の努力の方向が、単独の銀行のときよりもむしろ明確になった。
　研究者は日本の銀行についても BSCの適用の可能性を検討している。しかし、
現在、実際に導入した銀行の事例は報告されていない。小倉･島崎[2001]は、銀
行の戦略と、将来、BSC を導入したときの指標の選択とに相関があるかについ
て、研究した。銀行に対するアンケートを使って、BSC を導入するという仮定
の下で、どういう指標を選択するかを聞いた。小倉･島崎は、戦略と指標との間
の相関を見つけることができなかった。その理由に、調査時点で「日本の金融
業にライバル会社と異なる競争戦略を採用する（戦略的差別化）という意識が
浸透していなかったこと」を挙げている。
　日本の銀行にBSCを適用するうえでの問題として次の点を挙げることができ
る。

① BSCは、業績評価の指標を通じて、経営戦略を現場での行動に結びつける手
法である。したがって、企業の経営戦略が明確であることが前提である。こ
の点、日本の銀行の戦略については、第 3者から明確でないと評価される例
が少なくない。現在の銀行の基盤項目からも、戦略が明らかでないことが読
み取れる。例えば、個人顧客と法人顧客とのどちらに軸足を置くのか、都市
部と地方とのどちらに重点を置くのか、といった点について、銀行が選択を
しなければ、総花的な戦略になってしまう。総花的な戦略のまま BSC を導
入すると、焦点がぼける。場合によっては、相矛盾する指標が共存すること
もありうる。財務の視点の中で、規模の成長と収益性とが並存する BSCは、
その典型例である。したがって、まず企業戦略を明確にすることが BSC を
適用する前提である。

② BSCを適用する場合、様々な手法についてのデータを収集する必要がある。
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既存データでは間に合わないので、新しいデータを集めるための基盤整備が
必要である。日本の銀行のこうした基盤整備は必ずしも十分でない。基盤整
備には、ABC 等の原価計算システムの導入、情報システムの構築、第 3 者
から情報を入手する仕組の構築が含まれる。
　日本の銀行が戦略を明確にするうえで、顧客セグメントを絞り込み、顧客
セグメントごとに採算性を管理することが求められるであろう。顧客セグメ
ントごとに採算性を管理する Customer Relationship Management （以下、
CRM）では、正確な原価情報を計算することが大切な要素である。特に、間
接費を正確に配賦する ABCが有効である。ABCなしに BSCを導入すると、
実際には採算性を悪くする顧客が、会計上は採算性を良くしているように計
上され、CRM を誤らせることになりかねない。つまり、正確な原価情報な
しには BSCの有効活用は考えられない。
　同様に、BSCの適用では、第 3者から情報を入手する仕組を構築しておく
必要がある。この点、日本の銀行は十分ではない。BSCの指標には、財務や
業務プロセス等、社内データで用が足りるものと、顧客等社外から情報を入
手しなければならないものとがある。例えば、顧客満足度を客観的に測定す
るには、第 3者機関に顧客アンケートを依頼することが望ましい。この場合、
こうした第 3者機関が独立しており、かつ銀行がその活用に精通しているこ
とが望まれる。
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５．まとめ５．まとめ５．まとめ５．まとめ

　本稿は、近年、管理会計の研究から開発された新しい管理会計の手法である
ABC と BSC とを検討し、それらを銀行業に応用する可能性を考察した。ABC
と BSCとは、従来の管理会計で見落とされてきた領域に関する手法であり、研
究者と実務家とが共同で開発した。両手法はアメリカで開発されたが、その背
景には、1970～1980年代にアメリカの製造業が競争力を失ったことがある。
　ABCの狙いは、増加した間接費を、種類が増えた製品に正しく配賦すること
である。ABCは間接費を一旦アクティビティに割り当ててから、製品に配賦す
るという特徴をもつ。その役割は、製品戦略のための原価情報を提供すること
と、原価構造を改善するために原価情報を提供することである。後者の役割を
満たす努力は ABMと呼ばれている。
　BSC の狙いは、経営戦略を指標に落とし込むことにより、戦略と現場での活
動とを結びつけることである。BSCでは、現場での 4つの視点、つまり、財務
の視点、顧客の視点、業務プロセスの視点、学習と成長の視点ごとに指標を作
る。そして、指標間は因果関係で結ばれ、企業の最終目標（一般には企業価値
の増大）を達成するための道筋が明らかにされる。そして、その進捗が測られ
る。
　ABC も BSC も、現在の日本の銀行業が抱える経営管理の問題を解決する有
効な手段と考えられる。実際、欧米の銀行ではいくつもの適用事例が報告され
ている。
しかし、わが国の銀行への導入に当たっては問題点もある。経営戦略が必ず
しも明確でない点、したがって経営管理上の問題を解決する方策が明らかでな
い点、現在の本支店間の管理会計が ABC にそぐわない点、BSC の基盤整備が
整っていない点、である。こうした点を克服しつつ、日本の銀行が、ABCや BSC
を適用して経営の質を向上させていくことが期待される。

以　上
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